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国庫補助事業の

論理と

超過負担の実態
梅崎初夫

１ はじめに

最近，国庫補助事業にともなう

地方団体の超過負担の問題がク

ローズアップされてきた。全国

知事会や全国市長会は，再三，

政府や国会に対して，超過負担

の解消について要望を行ってい

るし，日刊紙もその社説で，超

過負担の問題をとりあげてい

る。また，自治省でも昭和39年

度の超過負担の実態を公表し，

各省庁に対しても，その是正措

置を申し入れている。

現在の地方財政は，教育，社会

保障，保健衛生など全国的に一

定の水準を維持しなければなら

ないというナショナルミニマム

の要請と産業基盤整備など国の

施策による事業が増大し，地方

経費の画一的な膨脹をもたらし

ているが，その経費に充るべき

地方財源は一般的な不足をきた

している。それは，現行の地方
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税制が地方経費の膨脹傾向に即

応していないためである。

国と地方を通ずる租税体系をみ

ると，国税は，所得税，法人

税，消費税などの資本主義経済

の発展に即応して伸びていく税

源を中心としているのに反し，

地方税は，固定資産税や住民税

など伸びの悪い税源を中心とし

ている。そのために財政の中央

集権化を強めていき，地方財政

はますます窮乏化をまねいてい

る＜租税収入のうち，その７割

は国税収入，３割が地方税収入

である。横浜市については表４

参照＞。

このような地方財政の経費と財

源のアンバランスを調整し，財

源の不足を埋めようとするの

が，補助金制度だといえるだろ

う。と同時に，中央政府は，国

と地方を通じて財政資金全体を

できるだけ合理的効率的に利用

しようとするが，これが補助金

にその使途を特定したヒモつき

財源としての性格を与えてい

る。

ところが，補助事業について，

その経費の全額を国が負担すれ

ば問題はないが，その補助率は

きわめて低く,1/2～1/4が普通で

ある。地方団体は，その見合い

財源として事業費の1/2～3/4を負

担しなければならない。地方財

政の不均等と財政の中央集権化

のもとでは，補助金に対する見

合い財源の調達すら容易でな

く，国が補助金によって地方財

政の財源補てんをしようとすれ

ばするほど，地方財政を窮地に

追い込むという矛盾をもってい

るのが，補助金制度だといえ

る。

加えて，国は補助単価や補助基

準を実情から著しくかけはなれ

た低いところに押えつけて，地

方団体に巨額の超過負担をおし

つけている。

２ 超過負担とはなにか

超過負担とはなにかについて，

その考えが必ずしも一致してい

るわけではない。一般的には，

学校とか公営住宅など国と地方

団体との共同負担で行われる事

業のような国庫補助事業につい

て，国の定める補助単価や補助

基準が実情に即せず低く押えら

れているため，その事業を行な

う地方団体が法定の負担額を超

えて自己財源の持ち出しを余儀

なくされているが，その責任額

以上の持ち出しを超過負担とよ

んでいる。

ところが，国庫補助事業といっ

ても，その内容は単純ではな

い。地方財政法は，国庫支出金

について規定し，その性質に従

って，負担金，補助金，および

委託金の区別を認めている。一

般的には，これらの国庫支出金

を国庫補助金とよんでいるので



あるが，地方財政法16条に規定

する補助金，すなわち奨励金を

受けてする国庫補助事業にっい

ては，その超過負担を問題とす

べきでないとする考えがある。

たとえば，自治省財政課長の岡

田純夫氏は，その性質上負担金

と考えられるものを除いては，

「補助金の算定の基礎となる単

価等はいわば奨励的効果をあげ

うると認める限度において国が

定めるものであって，必ずしも

地方団体が現実に必要とした額

を基磯とすべきであるとはいえ

ないと思う」といっている。こ

のような理由で，自治省あたり

では，奨励的補助事業について

は超過負担の問題は考えていな

いようである。

しかし，奨励的補助であるから

といって，その補助単価が時価

の半分にも達しないとか，事業

費の1/4を補助するとしながら，

現実には1/10にも満たなくてもか

まわないという理くつはでてこ

ないであろう。補助単価はあく

までも時価相当の適正なもので

あるべきだし，予算額に限度が

あるとすれば，補助事業量を縮

小すべきである。現実には1/10に

も満たない補助しかやらないの

に,1/4の補助をしておりますと

大きな顔をされ，なにかと干渉

されてはたまらない。

このように，補助事業のあるも

のについては，超過負担を問題

にすべきか否かについて，その

見解が分れるが，超過負担額に

ついて「国庫負担金や補助金の

交付対象となった事務事業の執

行にあたり，地方団体が，当該

国庫負担金等の算定の基礎とな

った額を超えて支出した額」

＜岡田純夫氏＞と規定すること

はさしつかえないと思う。

それではつぎに，超過負担の類

型についてみてみよう。自治省

は，いままで各事業ごとにその

超過負担額を一本ではあくして

いたものを, 38年度調査から，

これをその原因別に類型化し

て，①補助単価が低いことによ

る超過負担＜単価差＞，②設置

職員数，建設坪数等補助基準が

実態に合わないことによる超過

負担＜数量差＞，および③補助

対象とされるべきものが，対象

からはずされていることによる

超過負担＜対象差＞の三種に分

かっている。

補助単価が低いことによる超過

負担とは，たとえば，小・中学

校や公営住宅の建設費に対する

国庫負担金のように，その算定

の基礎となる坪あたり建築費の

単価が実際よりも低いために生

ずる超過負担である。

設置職員数，建設坪数等補助基

準が実態に合わないことによる

超過負担とは，たとえ,ば，小学

校の校舎建設の場合，補助基本

坪数は不足坪数の80％に対して

しか認めていない。したがって

不足坪数の20%は全額市費負担

事業となるが，この種の不合理

な補助基準のとりかたによる超

過負担をいう。

補助対象とされるべきものが，

対象からはずされていることに

よる超過負担とは，たとえば,

国庫補助職員の場合，特殊勤務

手当，時間外勤務手当，管理職

手当，退職手当，共済組合負担

金などは対象からはずされてい

るものが多いが，これは当然補

助対象に含まれるべきである。

また，小・中学校の校舎建設費

に対する補助は，その用地取得

費を対象からはずしている。建

物を建てる以上，その用地の確

保は不可欠の要件であり，これ

を補助対象から除外すべき合理

的な理由はないから，ここにい

う超過負担として取扱われる。

ところで，このような自治省方

式による超過負担の原因別によ

る類型化は，超過負担の態様と

範囲を明確にする一方，その類

型に当てはまらないものについ

ては，超過負担の存在を認めな

いということを意味する。たと

えば，補助対象事業でありなが

ら，国の認証が得られないため

に，その全額を市費単独事業と

して行わざるをえない場合も生

じてくるが，このような場合に

は超過負担としては取り扱えな

いということであるくこれを認
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証差とよんでもよい＞。補助対

象事業であるかぎり，その事業

を繰り延べておれば，その認証

がえられるわけだが，その認証

がえられないまま，その地方団

体の緊急な必要により，その事

業を行う場合が多い。これは国

の負担金の立替え払いとみるこ

ともできる性質のものである。

また，補助単価や補助基準を低

くおさえることによって認証の

事業量を多くし，そのことによ

って地方団体へ負担を転稼する

ことと，精算払いによって補助

を完全に行うかわりに，認証の

事業量を少なくし，そのことに

よって地方団体へ負担を転嫁す

ることとは，その実質において

は差異はないのであるから，国

と地方団体との経費の負担関係

を明確にするうえでも，証証差

をはあくすることは，きわめて

重要である。

３ 超過負担の実態

さきに自治省が公表したところ

によると，39年度の地方団体の

超過負担額は，1,143億円に達

し，地方交付税の4％に相当す

る。その内訳は，補助単価が低

いことによる額790億円，設置

識員数，建設坪数等補助基準が

実態に合わないことによる額

285億円，補助対象とされるべ

きものが対象からはずされてい

ることによる額68億円，となっ
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ている。

横浜市の39年度の超過負担額は

60億円に達する。もっともこれ

には奨励的補助事業についての

超過負担ばかりでなく，補助対

象事業でありながら国の認証が

えられなかったために，全額市

費単独事業として行った事業に

ついても超過負担として取り扱

っている。たとえば，都市計画

街路整備事業や都市計画公園整

備事業のような公共事業につい

て認証外の事業費を超過負担額

として計上している。

横浜市は，国から交付された地

方交付税９億円の７倍近くの金

額60億円を超過負担として，自

己財源の持ち出しを余儀なくさ

れているわけである。国が適正

な補助単価や補助基準に基づい

て，その負担責任を果したなら

ば，横浜市の普通会計実質単年

度収支, 6億円の赤字を償って

54億円の剰余を生ずることにな

る。このような超過負担の累積

額は, 30年以降のものに限って

みても200億円を超えるものと

推定されており，これは，じつ

に鉄筋建講堂の建設費1,400個

分に相当する金額である。

超過負担額のもっとも大きなも

のは,公共下水道整備費の1,287

百万円である。以下，金額の大

きいものから列記すると,小・中

学校等建設事業費999百万円，

都市計画街路整備費364百万円，

公営住宅建設費337百万円，都

市計画公園整備費242百万円，

保健所運営費146百万円，国保

事務事業費108百万円，し尿浄

化場建設費83百万円，高校建設

費81百万円と続いている。

下水道整備事業費についての超

過負担が大きい理由は，国は，

その整備事業について，道路や

港湾などの産業基盤整備ほど熱

心でなく，そのほとんどの事業

が認証外事業として地方団体の

負担にされているためである。

また，国は，小口径管にかかる

事業等については，補助の対象

からはずしているばかりでな

く，大都市が行う下水道事業に

対する補助率は，一般の地方団

体の場合(1/3)よりも低く，1/4

に押えっけている。大都市財政

の危機的な現況からみても不合

理きわまりない。

また，国は，下水道整備事業の

認証に当って，予め補助金の割

当額を地方団体へ内示し，地方

団体は，その補助金に見合う事

業量を定めて設計書を作成し，

補助申請をするといった手のこ

んだ方法をとらせている。した

がって，国の主張からすれば，

超過負担はないということにな

るわけだし，認証外の事業につ

いては地方団体が勝手に事業を

行ったということになる。とこ

ろが，横浜市についてみれば，

人口の過度集中のために，住民



の生活環境整備の立ちおくれは

ますます激しくなっており，下

水道整備などは住民の保健衛生

上からも一刻の猶予もできない

ところまできている。

小・中学校等校舎の建設事業に

ついての超過負担額は，999百

万円に達しているが，まず第１

に補助単価が低すぎる。国が定

めた坪当り補助単価は68,900円

であるが，実際には坪当り単価

は，93,600円～100,500円かか

っている。第２には，教室等の

不足坪数の捕そくが実情に合わ

ないばかりか，その過少に算定

された不足坪数の80％しか補助

基本坪数にみていない。第３に

は，用地取得費を全く補助対象

からはずしている。また，パネ

ル教室や渡廊下等の建設費も同

様である。

とくに，用地取得費を補助対象

からはずしていることの不合理

は大きい。校舎を建設する以

上，用地確保は不可欠の要件で

ある。最近の都市における土地

の値上りは激しく，用地取得を

ますます困難にしている。また

都市計画街路整備事業や公営住

宅建設事業の用地取得費につい

ては補助対象としているのだか

ら，小・中学校等建設事業の用

地取得費についてだけ補助対象

からはずすということは全く不

合理である。

つぎに公営住宅建設補助につい

てみると，建築単価が低すぎる

ことと用地取得費に対する補助

基準が実情に合わないというこ

とが，超過負担を大きくする理

由になっている。たとえば，国

の算定によると，第１種中層耐

火住宅の１戸当り建築費は894

千円であるが，実際には1,186

千円かかっている。また，1戸

当りの用地取得費は138千円と

されているが，実際には413千

円であって，補助基準の３倍に

も達している。したがって，第

１種中層耐火住宅を１戸建てる

ごとに567千円の超過負担とし

て市費を持ち出していることに

なる。

公営住宅建設の用地取得費は，

その整地費を除いて坪７千円位

が限度とされている。ところが

横浜市域の中では，もはやその

ような土地はなくなっており，

やがては用地取得難のために，

公営住宅建設そのものができな

くなる可能性もある。現在でも

すでに山間へき地の交通不便な

ところでなければ，公営住宅は

建たなくなっている。

４ 小・中学校等校舎

建設事業にかかる超過負担

さきに，超過負担の実態につい

て，その主なものをみたのであ

るが，超過負担を一体としては

あくしているために，概念のあ

いまいさを残すことをまぬかれ

なかった。そこで，小・中学校

等建設事業の具体例にそくしな

がら，もう少し立ち入って検討

したいと思う。

小・中学校等建設事業に対する

補助金の交付額は，次の算出過
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表１ 単位あたリ超過負担額



補助金交付額の算出過程

（1）不足坪数の算出

不足坪数＝当該学校の学級に応

ずる必要坪数一保有坪数

（2）補助基本坪数の算出

補助基本坪数＝不足坪数×80%

（3）補助基本額の算出

ａ　建築費

建築費＝補助基本坪数×坪当単

価

ｂ　事務費

事務費＝建築費×1/100

ｃ　補助基本額

補助基本額＝ａ＋ｂ

（4)補助金の交付額

補助金の交付額＝補助基本額×

補助率

補助率

小学校校舎建築　　1/3

中学校校舎建築　　1/2

危険校舎改築　　　1/3

１・不足坪数算出過程における

超過負担 文部省基準によ

る小学校校舎基準は，次表のよ

うに12学級，600人，600坪を標

準とし，学級数の増減の割合に

応じて不足坪数を算出するが，

事実問題としては，管理部門な

どは学級数の多少にかかわら

ず，一定の面積を必要とする。
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したがって，文部省基準によっ

て算出する不足坪数は，実際よ

りも過少となる。

小学校校舎基準

また，階段については，3教室

でも６教室でも同程度の面積を

必要とする場合がある。増設す

る教室が多い場合とか既設の階

段を利用できる場合とかを除い

ては，基準坪数の範囲内での設

計施行は不可能である。

さらに，不足坪数の算定にあた

り，既設校舎が旧軍用施設の転

用であったり，あるいは新設後

１～２年の校舎については，そ

の管理部門が比較的多くの面積

を占めているため，保有坪数が

教室数に比較して過大になり，

差引不足坪数は実際の必要坪数

より少なくなる。

つまり，不足を生じているのは

教室そのものであって，教室の

用をなさない廊下や職員室は問

題にならないのであるが，文部

省基準は，このような個々の実

態に即応しないのである。この

ような文部省基準の一律適用に

よる不即応性のために生じる超

過負担は，補助基準が実情に合

わないことによるものとして取

いての基本額は，補助基本坪数

に建築工事費の坪当り単価を乗

じたものであるが，建築費の坪

当り単価があまりにも実情から

かけはなれているため多額の超

過負担を生ずることになる。国

が定めた補助基準単価は坪当り

68,900円であるが，横浜市が実

際に建築した坪当り単価は，小

学校93,600円，中学校99,300

円，危険校舎100,500円となっ

ており,その差額24,700円～

31,600円が坪当り超過負担額と

なって累積する。大都市におけ

る労働力の確保困難，資材の単

価高あるいは地盤軟弱による基

礎工事費の増加などの特殊事情

建築費につける超過負担

３・補助基本額の算出過程にお

ように，不足坪数が過少に算出

されるとはいえ，その不足坪数

は，当然補助基本坪数として補

助対象とされるべきである。し

かし，国は不足坪数の80％しか

補助対象としない。従って，不

足坪数の20％は単独事業として

全額市費でもって建設しなけれ

ばならない。これは当然補助基

準に捕捉されるべきものであ

り，その超過負担額は，4章１

の場合による超過負担額を合わ

せて1,743坪，166,088千円に

達する。

２・補助基本坪数の算出過程に

おける超過負担 先にみた

り扱うべきである。程をへて算出されるが，それぞ

れの算出過程に超過負担を生ず

る要因がひそんでいる。



はなんら考慮されていないので

ある。このように，補助単価が

低いことによる超過負担額は

153,222千円である。

つぎに，事務費の補助基本額

は，建築費の補助基本額の１％

に相当する額であるが，これは

主として設計監督費である。と

ころが財政事情の悪化や技術職

員の不足などから，設計士を置

くことができず，すべて外部に

委託を行わざるを得なくなって

いる。したがって建築費の１％

に相当する額では実際に要した

設計監督費の14％にしか充てん

することができない。これは，

補助基準が過少による超過負担

として取扱うべきであろう。

４・補助事業の対象からはずさ，

れていることによる超過負担－

いままで補助金の交付額の

算定過程における超過負担の発

生原因についてみてきたのであ

るが，そのほかにも，補助事業

の対象とすべきであるのに対象

から除かれていることによる超

過負担がある。

その１は，附属工事費について

である。たとえば，増築の場合

に既設校舎が木造であったり，

または地形上既設校舎に接続で

きない場合は，分離して建設さ

れるが，学校運営上渡廊下が必

要になってくる。これも算定上

は保有または不足坪数となって

くるので，理論的には対象外と

いえないかもしれないが，実質

上これは算入されていない。

その２は，パネル教室について

である。１校当り不足教室が少

ない場合とか，用地の確保が困

難な場合とかには，パネル教室

などの仮設教室をもって収容を

はかるが，この仮設教室も１ヵ

年を経過すれば保有坪数とみな

されるにもかかわらず，その建

築費については全く補助の対象

とはされていない。

表２ 小・中学校等校舎建設事業にかかる超過負担＜39年度＞
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その３は，設備費についてであ

る。教室内の児童，生徒の机，

腰掛，教卓あるいは管理部門の

机，腰掛などの諸設備は，学校

運営上不可欠のものであるが，

一切補助の対象からはずされて

いる。

その４は，用地取得費について

である。校舎を建設する以上，

その用地は最も基本的で不可欠

のものであるが，全く補助の対

象とはされていない。

　「その１」から「その４」まで

の超過負担は，補助対象とされ

るべきものが，対象からはずさ

れていることにょる超過負担

として取り扱われるべきであろ

う。

以上，小学校等建設事業の具体

例に即しながら超過負担を発生

させるしくみについてみてき

た。超過負担額の集計は，表２

にかかげておいたが，昭和39年

度の単年度決算による小・中学

校等建設事業についての超過負

担額は999,358千円の巨額に達

しており，その７割近くが用地

取得費にかかるものである。

＜この項は教委総務課経理係長

小島雅雄氏のレポートによる＞

５ 一超過負担と地方財政

毎年度，巨額の超過負担を余儀

なくされている地方財政は,「そ

の受ける影響は深刻かつ重大」

であり，「これが，今日の地方
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表３ 国庫補助単価がいかに実情にそぐわないかの事例

財政窮乏の大きな要因となって

いる」＜全国知事会＞ことは明

らかである。

加えて，地方財政計画を定める

に当って，国の補助金を伴う経

費は国庫補助基本額によって，

これを計上しているので，補助

単価や補助基準が実情にそぐわ

ないために超過負担があったと

しても，その超過負担額は地方

財政計画に計上されない。した

がって，超過負担額について

は，そのほとんどが地方交付税

や地方債による財源措置の対象

からはずされている。

このような影響について，自治

省ではつぎのような指摘を行な

っている。「超過負担の存在

は，地方財政の現実の運営が，

政府が地方財政計画を通じて期

待したようにはゆかないことを

意味するものであって，地方財

政計画において地方単独事業に

使用されることを予定された財

源の相当額が，この超過負担に

よって食われてしまうことにな

る。」として，地方財源が著し

く悪化した現状においては「地

方団体はもはやこのような巨額

な超過負担に耐えられないので

あって，若し超過負担の抜本的

解消が図られない場合において

は，国庫補助事業の返上といっ

た事態に立至ることも憂慮され

る。」としている。

これは，地方財政計画あるいは

補助事業を通じて，地方団体の

行財政を，主として国の立場か

らみて重点化するとともに，地

方財源を国の施策の実施のため

に傾斜的に使用しようとするも

のであり，地方団体は国の施策

を実施するための単なる下請機

関としてしか映っていない。

しかし，地方財源の相当額が，

この超過負担によって食われて

しまうということは，地方自治

の立場からみてもまた重大であ

る。ということは，地方団体の

創意工夫によって，地域住民の



要望にそった，地域住民のため

の事業ができなくなるというこ

とであり，これは，財政上から

みた地方自治のそう失を意味す

る。

財政上の自治のないところに行

政上，政治上の自治はない。地

方団体は，陳情行政にあけく

れ，その住民に向ってではな

く，中央へ向ってごきげんをう

かがうことになる。かくて，財

政の中央集権化の過程の中で，

国は地方団体をその支配と統制

のもとにくみこんでいく。

もともと，補助金はその使途を

特定された財源として，ヒモつ

き財源であり，国はこの補助金

を通して，地方団体に対する干

渉や統制の網の目を広げてきた

のである。そのために補助金の

交付は総花的で，零細をきわめ

ており，その件数は700近くに

及んでいる。また，補助単価や

補助基準を実際に必要とされる

よりも低くおさえることによっ

て，補助事業の間口だけを広げ

ようとする。そのためには，地

方団体に超過負担を強いること

があっても意には介さない。た

とえば，同一施設の事業につい

て，地方団体の単価は，国のそ

れよりも大幅に低くおさえられ

ている＜表３参照＞。「この網

の目の補助金行政で国は自治体

をしぼり，各省庁は地方へのナ

ワ張りをがっちり固めている。

したがって，重点配分や単価の

適正よりも，間口だけを広げる

ことに憂き身をやつし，鉄筋で

100戸分の予算を取り,木造150

戸に水増し配分するといった例

はザラ」＜毎日新聞40.6.24＞

ということにもなる。

補助金行政によって，地方団体

を支配し統制しようとする国の

意図があるかぎり，いかに地方

財政法で，国の補助金の額は，

「地方公共団体が当該国の支出

金に係る事業を行うために必要

で且つ充分な金額を基礎とし

て，これを算定しなければなら

ない」＜18条＞とか，国と地方

団体が負担すべき割合も「法律

又は政令で定めなければならな

い」＜11条＞と規定して，国と

地方団体の経費の負担区分を明

確にして，財政秩序の確立をめ

ざそうとしても。その実効性は

うすいのである。国は自らこれ

をふみにじってはばからない。

このようにして，国の支配と統

制の網の目にくみこまれた地方

団体は，国の施策による事務事

業の増大と財源の窮乏化の中

で，ふくれあがる超過負担の解

消策を地域住民に対する税外負

担や使用料，手数料値上げに求

めようとする。

６ 超過負担の解消を

めざして

超過負担の不合理是正につい

て，最近の自治省の動きは注目

すべきものがある。去る６月18

日の閣議の席上における永山自

治大臣の発言をはじめ, 7月30

日には，事務次官あて自治事務

次官文書，および各省庁官房長

あて自治省財政局長文書など，

超過負担の是正措置について，

各省庁に対する要望を行なって

いる。「国庫補助負担金の予算

単価および対象経費の算定につ

いては，物価の変動等を十分考

慮し，実態に即した合理的な算

定を行ない，地方公共団体が超

過負担を余儀なくされることの

ないよう措置されたいこと。な

お，国庫補助負担の対象となる

建設事業については，用地取得

費をはじめとし，当該事業に必

要なすべての経費を国庫補助負

担の対象とするよう，対象事業

範囲の改善を図られたいこと」

ということをその骨子とするも

のである。

このような自治省の動きは，全

国知事会や全国市長会のっきあ

げによるところが大きいことは

いうまでもない。また，新聞論

調に現われた世論も背景になっ

ていることもまちがいない。た

とえば，「政府は１日も早く，

時価に見合った合理的な単価是

正を行うべきである」＜朝日新

聞7. ２社説＞とする論調など

である。

しかし，新聞論調は，超過負担
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の解消について国のとるべき措

置ばかりでなく，その矢を地方

団体側にも向けてくる。たとえ

ば，「一方地方側にも責任があ

る。過去数年，何でも補助金の

つくものは取込みに狂奔し，分

不相応な補助対象事業を計画し

たきらいが強かった。国の単価

是正はむろん必要だが地方団体

がみずからも，不急不用の補助

事業をやめ，財政の健全化をは

かることはいうまでもない。」

＜朝日，7. 2 ＞と主張してい

る。

朝日の社説について，簡形なコ

メントを加えておこう。この主

張は，奨励的補助事業の場合に

ついてのみいえることであっ

て，地方団体が国の補助を受け

て行う事業は，小・中学校，公

営住宅等の建設事業にしろ，ま

た失業対策事業や保健所の設置

運営にしろ，いずれも法令によ

って義務づけられており，これ

を勝手に返上するわけにはいか

ないということである。

また，税金のうちその７割を国

が占め，他の３割を県と市町村

が分けあうといった財政の中央

集権のもとでは，地域住民の要

望にそった事業を自らの財源で

行うには，あまりにもその財源

がなさすぎるのである。そこに

不本意ながらも補助金にすがら

ざるをえないという地方団体の

みじめな姿をみることができ

る。

また，聞くところによると，補

助事業をひとたび返上してしま

えば，それが必要となった時に

も国が補助金の交付を拒否する

とか「補助金を返上するくらい

なら，それだけの財政的な余力

がある」のだという理由で，他

の補助事業に対する補助金の交

付額までも削減してしまうとい

う国の事実上の規制，つまり地

方団体を補助金でもって国の統

制下にしばりつけておこうとす

る国の圧力のために，地方団体

は自らの意のままに振舞うこと

すらできないのである。

いずれにせよ，いままでの是正

措置は，補助金制度や租税制度

など現行の行財政制度のワクの

中で，超過負担の解消をはかっ

ていこうとするものである。そ

のためには，「県を先頭に市町

村一体となって政府の政治姿勢

を断固として正さしめること」

＜神奈川新聞, 7. 2,社説＞も

必要であろう。が同時に，いま

行なっている内閣や国会に対す

る意見書の提出の方式あるいは

運動の進め方についても，もっ

と検討すべき問題が残っている

ように思われる。

補助金制度が採られて以来，超

過負担の問題はあったし，毎年

のように，その是正措置につい

て，内閣や国会に対し意見書を

提出してきたのであるが，いま

だにその根本的な解決ははから

れていない。かえって最近は，

超過負担の圧迫が，地方財政の

構造的な危機を深めてさえいる

のである。これは，いままでの

ような意見書の提出だけに頼る

ことの有効性が，あらためて問

われなければなちないというこ

とであろう。

しかし，補助金制度の合理化を

はばんでいるものが，補助事業

を通じて地方団体の行財政を主

として国の立場からみて重点化

するとともに，地方財政を国の

施策のために傾斜的に使用しよ

うとする国の意図と，地方団体

に対する支配と統制の網の目を

広げようとする国の権勢欲であ

るとすれば，現行の制度のワワ

の中での解決は，至難の業とい

わなければならない。

したがって。その根本的な解決

は，現行の制度そのものを変え

る以外に方法はない。それは，

補助金制度を地方交付税制度に

きりかえることである。さらに

進んで租税制度を改革し，地方

団体に必要にして十分な財源を

与えることである。そのために

は，行政事務の再配分が前提と

なることはいうまでもない。

ところがこれはだれでもいって

いることであり，種々の勧告も

そういっている。それができな

い。それを拒んでいるのは官僚

だという。あるいは官僚に懐柔
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され，ふりまわされている時の

政府の指導性の欠如によるもの

であるといった方がいいかもし

れない。

その壁をつきくずすにはどうす

ればよいか。まわりくどい道か

もしれないが，住民の力を結集

するという方法以外にはない。

それは可能だと思う。

地方団体の仕事は，道路舗装や

ゴミの収集など住民の生活に密

着している。そこに，地方団体

と住民を結ぶ強じんなコミュニ

ケーションの場がある。それを

いかすことによって住民との連

帯と力が生まれてくる。ところ

が，それが全くいかされていな

い。たとえば，道路が悪いと

か，ゴミの収集の回数が少ない

とか住民の地方団体に対する苦

情や要望は多い。これに対して

地方団体あるいはその衝に当る

者は，「予算がない」とか「予

算さえあれば」といって行政の

責任を免れようとしてきた。

また，住民も「予算がない」と

いう釈明には二の口をつぐこと

ができない。そうしてその責任

の所在すらもうやむやにされて

いく。

なぜ「予算がない」のか。その

理由はなになのか。住民はそれ

について知る権利があるし，地

方団体にはそれについて説明す

べき義務がある。そうして，地

方団体にはどこまで行財政の権

限と能力があり，その限界と責

任の範囲を明らかにすべき義務

を伴っている。

横浜市の住民が納める税金の総

額＜38年度＞は1,391億円であ

る。国はそのうちの74％である

1,031億円を横浜市の市域外に

持ち去っている。市税は，その

うちの11%で159億円にすぎな

い。地方交付税や補助金を加え

てもわずか16％，金額にして

226億円しか横浜市民のために

は使われていない。だから，補

助金のヒモでしばられ，超過負

担も強いられるのだ。

このような租税制度あるいは補

助金制度はいいのか悪いのか。

日常行われる地方団体の行政を

通じて，住民とともに問題の所

在を究明し，ほんとうに住民の

福祉を増進するためには，どの

ような行財政制度にしたらよい

のかを考えていくべきである。

そして，住民とともに国に対し

て自治権確立の運動を展開し，

その中の一環として，補助金制

度や超過負担の問題を考えてい

くのでなければ，その根本的な

解決はありえないであろう。

＜総務局調査室＞

表4 横浜市の税収入と市収入
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